
平成2９年度 流域下水道事業会計決算の概要 

・ 約540万人の家庭排水（BOD:100～250mg/L）等を 

  良好な水質（BOD:1.6～4.0mg/L）にして河川へ放流 
   ※ BOD（年平均）:生物化学的酸素要求量。水質汚濁の代表的な指標で数値が大きいほど汚濁している。 
                 放流先の河川の環境基準は2.0～5.0mg/L以下。アユが棲める水質は3.0mg/L以下。 

損益の状況（消費税及び地方消費税を除く）           
 

   ■ 収益       484億4,517万円 （対前年度比   ▲1億6,442万円）    ＊維持管理負担金、一般会計繰入金等 

   ■ 費用      472億4,030万円 （対前年度比   +5億8,463万円）   ＊汚水処理や維持管理の経費、減価償却費等 

   ■ 純利益       12億     487万円 （対前年度比   ▲7億4,905万円）   ＊電気料変動等の調整財源や負担金単価への算入 

 流域下水道の区域 

業務量 

6億6,375万立方メートル 
（1日平均：50mプールで約730杯分に相当） 

維持管理（税抜。減価償却費等を除く。） 

 汚水処理等の経費は約223億円 

         市町負担金   223億円 

設備投資（税込。翌年度繰越を除く。） 

 建設改良の経費は約214億円 

         国庫補助金    108億円 

        市町負担金    53億円 

        県企業債        53億円 

・ 老朽化した機械電気設備の改築事業等に約103億円 

・ 現行の耐震基準に適合しない施設の耐震化工事等に約30億円 

・ バイオガスを抽出する下水汚泥の消化タンク建設等に約33億円 

・ チッ素とリンの除去率を高める段階的高度処理の導入等に約5億円 
   ※ 段階的高度処理：大規模な施設改造をせずに、運転方法の工夫により処理水質の向上を図るもの。 
 

引き続き、24時間365日、絶え間なく下水道サービスを県民に提供 

利根川右岸 
（5.0万人） 

504万m3/年 

荒川上流 
（1.7万人） 

178万m3/年 

荒川左岸北部 
（32.9万人） 

5,000万m3/年 

古利根川 
（11.2万人） 

1,503万m3/年 

市野川 
（3.7万人） 

415万m3/年 

荒川右岸 
（160.6万人） 

20,155万m3/年 

荒川左岸南部 
（186.8万人） 

21,349万m3/年 

中川 
（133.0万人） 

15,140万m3/年 

（凡例）流域名 
（H27末処理人口） 

H28年間処理水量 

資本的収支の状況（消費税及び地方消費税を含む）           
 

   ■ 収入      228億   348万円 （対前年度比 ＋40億7,360万円）  ＊国庫補助金、建設負担金、企業債等 

   ■ 支出     288億9,059万円 （対前年度比 ＋56億   915万円）    ＊施設の建設改良の経費、企業債の元利償還金等 

   ■ 収支差   ▲60億8,711万円 （対前年度比 ▲15億3,555万円）   ＊不足額は損益勘定留保資金等で補填 

 決算のポイント 

財源 

財源 

 汚水処理や修繕などの「維持管理」：関係市町の処理水量に応じた維持管理負担金 

 終末処理場やポンプ場などの「設備投資」：高率（2/3又は1/2）の国庫補助金＋関係市町の建設負担金＋企業債 

op競泳用プール 
2500m3 

（25＊50＊2） 

元データ 

42都道府県の流域下水道で公営企業会計の導入は 
3団体（埼玉、東京、茨城）のみ（平成29年4月1日現在）  流域下水道事業会計のポイント 

・ 約2割を占める電気料が前年度比約7億円増加 
・ 老朽化が著しい施設の修繕を前年度比約10億円増加して 

  約83億円実施 
・ 大規模流域等の維持管理は、(公財)埼玉県下水道公社に業務を代行 

・ 小山川水循環センターの維持管理に包括的民間委託を新たに導入 
   ※ 包括的民間委託：民間の創意工夫による効率化を目的とした委託。（9つの水循環センターのうち4センターで導入）   
 

 平成29年度決算は、12億487万円の純利益、前年度に比べ約7億円の減少。 

 処理水量は過去最高で、前年度に比べ年間2,131万立方メートル、3.3％の増。 

   この影響などから、関係市町の維持管理負担金は前年度に比べ約13億円の増。 

 施設・設備の長寿命化を図るため、修繕費を前年度に比べ約10億円増加して実施。 

 原油価格の動向や電気料金算定に係る制度変更などから、電気料金が前年度に比べ約7億円の増。 

 高利率の企業債の償還が進み、企業債利息が前年度に比べ約1.8億円減少。 

※ 前年度の繰越 
  財源を含む 

 重要課題 
 事業着手から50年以上が経過し、老朽化が進む施設の修繕や改築 

 大規模地震や多発する集中豪雨等に対し、施設の機能確保や関係機関との連携強化による災害対策 

 下水汚泥の処理過程で発生するバイオガスを活用した発電など、下水道資源の有効活用 
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 流域下水道管内図 

平成2９年度 流域下水道事業会計決算の概要 

流域名 処理場 関係市町 
平成29年度 

年間処理水量 
平成28年度末 

処理人口 

荒川左岸南部 荒川水循環センター さいたま市、川口市、上尾市、蕨市、戸田市 221,863,025 m3 1,890,695 人 

荒川左岸北部 元荒川水循環センター 熊谷市、行田市、鴻巣市、桶川市、北本市 52,027,178 m3 330,653 人 

荒川右岸 

新河岸川水循環センター 川越市、所沢市、狭山市、入間市、朝霞市、志木市、和
光市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町、 
川島町、吉見町 

208,559,761 m3 1,613,818 人 

新河岸川上流水循環センター 

中川 中川水循環センター 
さいたま市の一部、川口市の一部、春日部市、草加市、越
谷市、八潮市、三郷市、蓮田市、幸手市、吉川市、白岡
市、伊奈町、宮代町、杉戸町、松伏町 

154,113,574 m3 1,346,059 人 

古利根川 古利根川水循環センター 久喜市、加須市 15,758,014 m3 111,505 人 

荒川上流 荒川上流水循環センター 深谷市、寄居町 1,873,580 m3 18,228 人 

市野川 市野川水循環センター 滑川町、嵐山町、小川町 4,401,587 m3 36,797 人 

利根川右岸 小山川水循環センター 本庄市、美里町、神川町、上里町 5,149,895 m3 50,756 人 

計 8流域 9水循環センター 47市町 663,746,614 m3 5,398,511 人 

流域下水道とは 
 

県内47の市や町の公共下水道をつないで
下水を集め、終末処理場でまとめて処理する
下水道で、県が建設し管理しています。 



企業
債 

69 

減価償却費等 

234 

長期前受金 
戻入 

188 

平成29年度 流域下水道事業会計決算の概要 

補足説明 

 流域下水道事業の財政構造 

＜維持管理費の財源＞ ＜建設改良費の財源＞ 

国庫（1/2又は2/3） 

建設改良費 

国庫対象事業費 単独事業費 

    県の 
企業債等 

関係市町 
建設負担金 

    県の 
企業債等 

関係市町 
建設負担金 

県
1/2 

県1/2 

＜交付税措置＞ 

   関係市町 
   維持管理負担金 

維持管理費 

県
繰
入
金
等 

国庫対象事業費の例 

措置率 約70％ 

企業債の 
元利償還金 

 損益及び資本的収支の状況 

収益 

484億円 

維持管理費 

223 
費用 

472億円 

資本的収入 

228億円 

資本的支出 

289億円 

一般
会計
繰入
金 

62 

維持管理負担金 

232 

企業債 
償還金 

75 

国庫補
助金 

108 

消費税及び地方消費税 
を含まない 

消費税及び地方消費税 
を含む 

建設負担金 42 一般会計繰入金 9 

※ 資本的収入が不足する分は損益勘定留保資金等で補填 

その他 2 

 下水道事業は、公共用水
域の水質保全への効果など
公益的な役割を担う重要な
社会資本。 

 そのため、建設事業に係る
国からの補助率が高く、また、
企業債の元利償還金は、国
で定める一般会計からの繰
出し基準の対象となっている。 

 維持管理費は下水道法に
基づく関係市町からの維持
管理負担金で賄われる。 

 平成28年度決算では、
収益的収支は15億円の
純利益を計上した。 

 主に維持管理費のうち電
気料が原油価格の動向
などから低下したことによる。 

 一方、施設の建設改良に
係る資本的支出は、計画
的に必要な改築等を実施
し、県民や事業所から受
け入れた汚水を安定的に
処理した。 

 9つの水循環センター、22カ
所のポンプ場、延長438km
の管渠、など平成28年度末
の固定資産は5,000億円。 

 流動負債の支払いに充てる
流動資産が確保される。 

 繰延収益は、土地を除く償
却資産の取得に対する補助
金等の財源を長期前受金と
して負債に計上している。 

 剰余金は、9割超が資本剰
余金で非償却資産の土地
取得に対する財源等が計上。 

 未処分利益剰余金は、65
億円余計上され、健全な財
政状況を維持している。 

 キャッシュフロー（資金収
支）の状況は、110億円と
平成29年度の資金需要に
支障が生じない水準を維持
している。 
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 損益の推移 
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 企業債残高の推移 
（億円） （億円） 純利益 未処分利益剰余金 

・H25は関係市町への維持管理負担金返還金約32億円を特別損失に計上したため25億円の赤字 

建設改良費 
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収益 

流動資産 230 

収益 

剰余金 769 

繰延収益 
 3,571 

流動資産 244 

固定資産 

5,150 

流動負債 188 

固定負債 792 

（キャッシュ・フロー計算書） 

資産 

5,394 
億円 

負債 

4,551 
億円 

資本金 74 

（貸借対照表（平成30年3月31日現在）） 

資金期末残高 

 179億円 

資金期首残高 

 170億円 

業務活動による増減    57億円 
投資活動による増減  ▲50億円 
財務活動による増減       2億円 

資産 負債・資本 

資本 

843 
億円 

 （損益計算書） 

費用 

営業外収益 

200 

営業収益 

284 

営業外費用 15 

営業費用 

457 

当年度純利益 12 

（億円） 

 財務諸表の概要 

（億円） 
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